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1.  平成23年12月期第1四半期の業績（平成23年1月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期第1四半期 218 17.0 △9 ― △8 ― △6 ―
22年12月期第1四半期 186 48.9 △11 ― △10 ― △9 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年12月期第1四半期 △459.21 ―
22年12月期第1四半期 △714.59 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期第1四半期 561 279 49.8 20,997.42
22年12月期 547 285 52.2 21,456.63

（参考） 自己資本   23年12月期第1四半期  279百万円 22年12月期  285百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年12月期 ―
23年12月期 

（予想）
0.00 ― 0.00 0.00

3.  平成23年12月期の業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
なお、平成23年12月期第３四半期から持株会社体制に移行するため、連結財務諸表作成会社となります。連結経営成績業績予想につきましては「平成23
年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日）」をご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

641 63.9 9 ― 11 ― 11 ― 888.20

通期 731 △15.9 18 ― 22 1,782.2 22 145.8 1,661.52



(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期1Q 13,327株 22年12月期  13,327株
② 期末自己株式数 23年12月期1Q  ―株 22年12月期  ―株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期1Q 13,327株 22年12月期1Q 13,327株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 



（％表示は通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 （注）当社は、平成23年12月期第３四半期より連結決算を開始するため、対前年増減率は記載しておりません。 

平成23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計）  －  － － － － －  －  － － －

通期  1,319  － 33 － 37 －  37  － 2,814 29
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（１）経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期における我が国経済は、国内の雇用情勢が依然として厳しいなか、企業業績が回復基調にありまし

たが、３月11日に発生した東日本大震災の影響により、今後の日本経済は先行き不透明な状況となっております。 

 住宅関連業界におきましては、低金利の継続、住宅ローン減税の効果、住宅版エコポイント制度などの効果もあ

り、新設住宅着工戸数に回復の兆しがあるものの、依然として低水準で推移しています。 

 こうした経済環境下、当社が提供する完全外断熱工法による、高気密住宅を中心としたフランチャイズ展開に加

え、エコ関連商品「外断熱＋太陽光発電＋オール電化」を拡充し、競争力強化に取り組んでまいりましたが、部材

の調達遅延及び滞留在庫品の６百万円の評価減を実施したことにより厳しい状況で推移いたしました。 

 また、フットサル施設の運営におきましては、関東の３店舗（「J-Foot 浦和美園」「SALU 相模原」「マリノス

フットボールパーク東山田」）の管内で実施された計画停電、節電や消費者心理の冷え込みなどから、震災後の売

上高は特に厳しい状況となりました。 

 一方で大手メーカーの協力会社として、建材販売として行う戸建住宅向け外壁工事の売上高は前年に引き続き好

調に推移致しました。  

 以上の結果、当第１四半期の売上高２億18百万円（前年同四半期は１億86百万円）、営業損失９百万円（前年同

四半期は11百万円の営業損失）、経常損失８百万円（前年同四半期は10百万円の経常損失）、四半期純損失６百万

円（前年同四半期は９百万円の当期純損失）となりました。 

 セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

①住宅事業 

 住宅ローン減税をはじめとする住宅関連の景気対策の効果もあり、新設住宅着工戸数は前年比では増加に転じ

ましたが、今回の震災による住宅設備機器・建築資材等の高騰や調達遅延などが大きく影響し、当事業の売上高

は１億72百万円となりました。また利益面では、滞留在庫品の評価減を実施したことから、営業利益は23百万円

となりました。 

（住宅ＦＣ部門） 

 住宅ＦＣ部門におきましては、新規加盟店数が４店（前年同四半期は１店）となりました。昨年の第１四半

期から開始した、新料金体系を中心とした加盟システムの導入が寄与し、売上高が増加しました。 

 この結果、売上高は27百万円（前年同四半期は25百万円）となりました。 

（ウェブダイレクト部門） 

 ウェブダイレクト部門におきましても直需案件（戸建新築）の引き合いはある一方で、消費者の購買意欲の

減退等の影響により正式受注まで至らず、厳しい状況となりました。 

 この結果、売上高はありませんでした（前年同四半期は－百万円）。 

（住宅資材販売部門） 

 住宅資材販売部門におきましては、ＦＣ加盟店向けの販売高が低調に推移した反面、太陽光発電、オール電

化などエコ関連商品の拡充、また戸建住宅を対象とした外壁工事の積極的な受注活動を行ったことなどで売上

増となりました。 

 この結果、売上高は、１億45百万円（前年同四半期は１億29百万円）となりました。 

②スポーツ事業 

 当第１四半期において、東日本大震災前までは既存店舗はほぼ計画通りに推移いたしましたが、関東の３店舗

管内で実施された計画停電やそれにともなう消費者の生活行動の変化等の影響により、震災後の売上高は特に厳

しい状況となりました。 

 この結果、売上高は、45百万円（前年同四半期は31百万円）、営業損失は０百万円となりました。 

  

（２）財政状態に関する定性的情報 

（財政状態に関する分析） 

①資産 

 当第１四半期会計期間末における総資産は５億61百万円と、前事業年度末に比べて14百万円増加いたしまし

た。これは主に、短期貸付金が64百万円増加、受取手形及び売掛金が５百万円増加、関係会社株式が40百万円増

加したこと、また現金及び預金が89百万円減少、商品が５百万円減少したことなどによるものです。 

②負債 

 当第１四半期会計期間末における負債は２億82百万円と、前事業年度末に比べて20百万円増加いたしました。

これは主に、関係会社短期借入金が40百万円増加、その他流動負債が６百万円増加したこと、また買掛金が15百

万円減少、長期借入金が９百万円減少したことなどによるものです。 

③純資産 

 当第１四半期会計期間末における純資産は２億79百万円と、前事業年度末に比べて６百万円減少いたしまし 

１．当四半期の業績等に関する定性的情報
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た。これは利益剰余金が６百万円減少したことによります。 

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて89百

万円減少し44百万円となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動により資金は15百万円の支出（前年同四半期は３百万円の資金収入）となりました。主な増加要因と

しては、減価償却費の発生７百万円、たな卸資産の減少５百万円などが挙げられます。一方、主な減少要因とし

ては売上債権の増加４百万円、仕入債務の減少15百万円などが挙げられます。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動により資金は１億４百万円の支出（前年同四半期は10百万円の資金支出）となりました。これは、短

期貸付金の増加64百万円、関係会社株式の取得による支出40百万円などが挙げられます。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動により資金は30百万円の収入（前年同四半期は９百万円の資金収入）となりました。これは、関係会

社借入れによる収入40百万円、長期借入金の返済による支出９百万円などが挙げられます。  

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

 平成23年12月期通期連結業績予想、第２四半期（累計）個別業績予想及び通期個別業績予想につきましては、現

時点では平成23年２月22日に発表いたしました予想から変更はありません。  

  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

（固定資産の減価償却費の算定方法） 

減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定しております。 

（たな卸資産の評価方法） 

たな卸資産の簿価切下げに関しては収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。 

②四半期財務諸表の作成に特有の会計処理 

該当事項はありません 

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準等の適用 

 当第１四半期会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。 

 これにより営業損失、経常損失がそれぞれ283千円増加し、税引前四半期純損失が1,591千円増加しております。

②表示方法の変更 

（貸借対照表関係）  

＜短期貸付金＞  

 前第１四半期会計期間において、流動資産の「短期貸付金」を「その他」に含めて表示しておりましたが、当

第１四半期会計期間において資産の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しております。 

 なお、前事業年度の「その他」に含まれていた「短期貸付金」は、2,407千円であります。 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

 ＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 前第１四半期会計期間において、「貸付けによる支出」及び「貸付金の回収による収入」として短期貸付金と

長期貸付金の合計額を総額表示しておりましたが、当第１四半期累計期間では、キャッシュ・フローの状況をよ

り明確に表示するため、短期貸付金については、「短期貸付金の純増減額（△は増加）」として純額表示し、長

期貸付金については、総額表示する方法に変更しております。 

 なお、当第１四半期累計期間において従来どおり短期貸付金と長期貸付金の合計額を総額表示した場合の「貸

付けによる支出」は△101百万円、「貸付金の回収による収入」は36百万円であります。 

  

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社は、当第１四半期会計期間においては、売上高２億18百万円、営業損失９百万円、経常損失８百万円、四半

２．その他の情報
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期純損失６百万円となり、通期連結業績、第２四半期（累計）個別業績及び通期個別業績の見通しは営業利益、経

常利益、当期純利益いずれも黒字の見込みであるものの、当第１四半期累計期間においては４期以上連続して営業

損失を計上しております。 

 そのため、当該事象による継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が生じておりま

す。 

 当社は当該状況を解消するために、前第１四半期会計期間から住宅フランチャイズシステムを抜本的に見直し、

新しい加盟ロイヤリティーモデルを導入したことにより、前年同期比で加盟店数は倍増しました。引き続き、当社

の強みである高機能、高性能住宅の技術をもとに営業を推進し、住宅資材販売の強化、生産管理体制の強化、加盟

店数の拡大及び販売管理費等の徹底削減を行っております。 

 また、建材販売として行う戸建住宅向け外壁工事及びその他建設工事の積極的な受注活動を広範囲に広げ、展開

することで、売上の拡大、収益力の向上に取り組んでおります。 

 一方、フットサル施設の運営につきましては、フットサルイベントの開催、プロ選手等によるフットサルスクー

ルの開催などを積極的に行うとともに、フリーマーケット、チアリーディングの練習場など、コートの用途をフッ

トサルに限定しないオープンスペースとしての有効活用も進めることで、一層の収益面での向上をはかってまいり

ます。 

 当社は、当該状況を解消するため、上記の具体的な対応策の実施により、継続企業の前提に関する重要な不確実

性は認められないと判断しております。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当第１四半期会計期間末（平成23年３月31日）において当社が判断したもの

です。 
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成23年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 44,298 133,805

受取手形及び売掛金 116,139 110,441

商品 45,982 51,104

短期貸付金 78,437 13,492

その他 20,957 17,995

貸倒引当金 △1,620 △4,920

流動資産合計 304,196 321,919

固定資産   

有形固定資産   

構築物（純額） 80,440 83,954

その他（純額） 35,074 35,620

有形固定資産合計 115,515 119,574

無形固定資産 23,493 26,002

投資その他の資産   

関係会社株式 40,000 －

破産更生債権等 33,764 34,084

長期貸付金 20,570 20,760

敷金及び保証金 54,429 56,021

その他 1,210 1,239

貸倒引当金 △31,264 △32,064

投資その他の資産合計 118,709 80,041

固定資産合計 257,719 225,618

資産合計 561,915 547,537

負債の部   

流動負債   

買掛金 50,338 66,052

1年内返済予定の長期借入金 28,176 28,176

関係会社短期借入金 40,000 －

未払法人税等 557 1,432

その他 40,578 34,152

流動負債合計 159,650 129,813

固定負債   

長期預り保証金 30,700 30,700

長期借入金 86,524 95,916

その他 5,208 5,155

固定負債合計 122,432 131,771

負債合計 282,083 261,584
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成23年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 226,589 226,589

資本剰余金 190,484 190,484

利益剰余金 △137,240 △131,121

株主資本合計 279,832 285,952

純資産合計 279,832 285,952

負債純資産合計 561,915 547,537
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（２）四半期損益計算書 
（第１四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 186,700 218,513

売上原価 137,558 155,957

売上総利益 49,142 62,556

販売費及び一般管理費 60,541 72,101

営業損失（△） △11,399 △9,545

営業外収益   

受取利息 175 662

受取手数料 617 770

雑収入 76 15

営業外収益合計 869 1,448

営業外費用   

支払利息 0 547

為替差損 1 －

雑損失 － 193

営業外費用合計 2 741

経常損失（△） △10,531 △8,838

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,081 4,100

特別利益合計 1,081 4,100

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,308

特別損失合計 － 1,308

税引前四半期純損失（△） △9,450 △6,047

法人税、住民税及び事業税 72 72

法人税等合計 72 72

四半期純損失（△） △9,523 △6,119
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △9,450 △6,047

減価償却費 4,002 7,799

貸倒引当金の増減額（△は減少） △671 △4,100

敷金及び保証金償却額 － 283

受取利息及び受取配当金 △175 △662

支払利息 0 547

為替差損益（△は益） 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,308

売上債権の増減額（△は増加） 7,553 △4,467

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,795 5,121

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,710 △2,121

仕入債務の増減額（△は減少） 1,918 △15,347

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,391 5,112

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,841 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,652 △1,405

長期預り保証金の増減額（△は減少） △3,000 －

長期未払金の増減額（△は減少） △1,648 △776

小計 4,140 △14,754

利息及び配当金の受取額 115 11

利息の支払額 △52 △471

法人税等の支払額 △964 △145

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,239 △15,359

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △10,628 －

敷金及び保証金の差入による支出 △910 －

短期貸付金の純増減額（△は増加） － △64,940

長期貸付金の回収による収入 － 184

貸付金の回収による収入 547 －

関係会社株式の取得による支出 － △40,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,991 △104,755

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 10,000 －

関係会社借入れによる収入 － 40,000

長期借入金の返済による支出 － △9,392

配当金の支払額 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,999 30,608

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,247 △89,506

現金及び現金同等物の期首残高 83,410 133,805

現金及び現金同等物の四半期末残高 85,657 44,298
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該当事項はありません。   

該当事項はありません。   

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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